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Abstract :
Newspaper industry is in structural decline but the newspapers’ digital products produce 
far less money and are growing relatively slowly revenue wise. To answer that challenge 
some newspapers like the New York Times and the Times have decided in 2010 to charge for 
their online newspapers. Yet except for the economic papers like the Wall Street Journal, none 
of the online papers have succeeded. Others like the Washington Post have decided not to 
charge for their online newspaper and continue to offer it for free. What is the strategy of the 
Washington Post? How can they survive in the internet age and allow their enterprise and 
mission to endure for generations? This paper focuses on their recent “survival” strategy and 
their move to strengthen their digital content by building a next generation newsroom. By 
exploring their strategy, the paper will bring to light brave new world of digital newspaper of 
21 century.
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（１） 　序「ポストグーテンベルグ時代」の新聞
とは？
新聞が苦境に立たされている。
OECD（経済協力開発機構）の2010年の報告
書によると（1）、加盟国30ヵ国のうち27ヵ国で
新聞の発行部数が激減している（表１）。下落幅
が最も劇的だったのがアメリカで、07年から
09年の間に30％も落ち、続いてイギリスが25
％、ギリシャ 20％、イタリア18％、カナダの17
％、スペイン16％、トルコ16％、そして日本は
15％と、同報告書によると04年以降から新聞
メディアの発行部数の大幅下落傾向が続いてい
るという。
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最大の下落幅を記録したアメリカでは、2000
年に1,480紙あった新聞は、2010年には1,302
と、10年間で178紙も姿を消している。また08
年、アメリカの新聞業界では、5,900もの職が失
われた。（2）
2009年４月から９月までの半月間を見るな
ら、全米の新聞の発行部数はさらに下落し、新
聞購読者数は前年同期比で10.6％減少してい
る。アメリカのAudit Bureau of Circulation 
（ABC）は、同期の統計から推定して平均約３
千400万人が月曜日から土曜日まで新聞を購読
し、約４千万人が日曜版を購読しているとい
う。（3）新聞の平均購読者数が、３千万から４千
万というのは、ABCによると、1940年代と同程
度であり、アメリカの新聞購読者数は70年前
の低水準にまで下落しているという。つまり、
アメリカの新聞業界は、すでに第２次世界大戦
以前のレベルにまで落ち込んでいるということ
である。
アメリカでは新聞はすでに構造的不況産業だ
といえ、その最大の原因は、指摘するまでもな
くインターネットの普及と、それがもたらした
情報の無料化の進展、いわゆる「フリー経済」
の急拡大である。マイクロソフト社のOS（基本
的ソフト）Windows95が1995年に発表されて
以来、わずか15年の間にデジタルネットワー
クがもたらした情報消費の激変が新聞を直撃し
たといえる。
これまで新聞はジャーナリズムのいわば「王
道」、つまりその最大の担い手であると考えら
れてきた。それがインターネットの躍進、若者
の新聞離れ、そして08年のリーマンショック
以降の広告収入の激減といった三重苦に苛ま
れ、その誕生以来最大の危機に直面していると
いっても過言ではない。中には新聞は消えてな
くなるといった極論まであり、何らかの生き残
り策を講じない限り、廃刊に追い込まれる新聞
がさらに増加していくことは疑いない。
では、新聞に生き残り策はあるのだろうか。
そのひとつにデジタル・オンラインニュース、
新聞の電子版の拡充とその有料化が挙げられて
いる。インターネットの普及によって情報の無
料化が進むと、新聞社の多くは、そのコンテン
ツの一部を無代で提供してきた。しかし2010
年、いくつかの大手新聞社が課金制度導入に踏
み切っている。
「メディア王」と呼ばれるルパート・マードッ
クの傘下にある英国のタイムズと、日曜発行の
（表１）2007─09　OECD諸国における新聞市場の下落。OECD報告書、
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姉妹紙サンデータイムズの電子版は全面有料化
している。マードックは、ニューズ社傘下にあ
るすべての新聞のオンライン版を有料化する計
画だという。（4）「質の高いジャーナリズムには
カネがかかり」、ネットでもニュースに対する
対価を得るべきだというのがマードックの強い
主張である。
アメリカを代表する新聞、ニューヨークタイ
ムズ（NYT）も2011年初頭から電子版の一部
に対し課金制度を導入すると2010年に発表。
同年はアップルのiPadが発表され、アメリカで
はアマゾンのキンドルがヒットしていることな
どから、「電子書籍元年」といわれているが、同
時に、電子版に対し課金制度を導入する新聞社
が増えつつあるため、2010年は「ネット課金元
年」でもあると考える向きもある。
とはいえ、ウォール・ストリート・ジャーナ
ル（WSJ）などの一部の経済紙以外で有料オン
ラインメディアが軌道に乗った例は非常に限ら
れている。ネット情報は無料だというのがいわ
ば常識になっており、ネットでの購読料を払う
読者は限られていた。加えて、有料にすると読
者数が減り、広告収入の減少に繋がったため、
これまで無料で電子版を提供する新聞社がほと
んどであった。
NYTの新しいネット課金システムの詳細は、
本稿執筆時点では明らかになっていないが、同
社の試みとしては２回目である。05年から開始
したコラムやオピニオン記事を中心とした
「NYT　SELECT」は、07年９月に打ち切られ
ている。一部ではネット課金の限界を示したも
ので、NYTの「実験の失敗」だと評価された。
NYTの会長・発行人であるアーサー・サルツバ
ーガーは、それはNYTの「失敗」ではなく、約
22万人７千人の購読者を集めたが、ネット広告
が大幅に増大し、記事とコンテンツを無料にし
てアクセスを拡大したほうが得策だと判断した
ためだと説明している。（5）いずれにしろ、ネッ
ト課金がどこまで成功するかは未知数であり、
果たして一般紙が一部の経済紙のように成功す
るかどうかは今のところ定かではない。
このような最近の動きに対し、逆にネット課
金導入を拒んでいる新聞もある。NYTと並び、
アメリカのもうひとつの代表的クオリティー新
聞、ワシントンポストは他の大手新聞同様、電
子版の内容をますます充実・拡大させるために
巨額を投資しているが、NYTやWSJと異なり、
電子版を有料化せず、これまで同様、無料で読
者に提供し続けている。
なぜ、同紙は無料でニュースや情報を提供し
続けるのだろうか。日本ではマードックや
NYTの新しい課金制度について報じられてき
たが、ワシントンポストについてはほとんど伝
えられていない。そこで本稿では、ワシントン
ポストが2009年初頭から実施し始めた新戦略
について検討していく。
グーテンベルグが活版印刷機を発明しておよ
そ500年、テレビなどの映像や音楽だけでな
く、現代では活字情報までもデジタル化されよ
うとしている。将来、歴史を顧みて、「電子書籍
元年」は紙の時代の終焉、つまり「ポストグー
テンベルグ時代」の幕開けだったといわれる日
が来るかもしれない。そんな激変の渦中で新聞
は構造的不況に直面しながら、課金・広告のオ
ンラインビジネスからその活動を十分に維持で
きるほどの収益を上げられないでいる。デジタ
ル媒体の収益はいまだ紙媒体に比して非常に低
く、その伸び率もかなり緩やかである。
では、新聞はどこに新たな収入源を求めれば
いいのか。新聞は今後も自らの存在を保ち、そ
の報道機関としての使命を果たし続けることが
できるのだろうか。新聞はジャーナリズムの担
い手として、将来も存在し続けることができる
のだろうか。
（２） 　紙とデジタルを融合した「ユニバーサル
ニュースルーム」
ワシントンポストといえば、1970年代初め二
人の記者、ボブ・ウッドワードとカール・バー
ンスタインによる「ウォーターゲート事件」の
追及で国際的な名声を獲得し、一挙にアメリカ
を代表する新聞となったことは余りにも有名で
ある。現在、同紙は発行部数でウォール・スト
リート・ジャーナル、USAトゥデイ、NYT、ロ
サンゼルス・タイムズに次ぎ、第５位に位置す
るアメリカ有数の大新聞である。（表２）（6）
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そのワシントンポストも、アメリカの新聞業
界を取り巻く厳しい環境の中で喘いでいること
には変わりなく、09年は同紙にとって非常に厳
しい年であった。2009年の収益は前年比－15
％、オンライン収入は－８％、購読者数－5.9
％、日曜版のそれは－4.7％、広告収益－23％な
ど、経常損益は１億６千350万ドルとなった。
同紙にとって明るいニュースといえるのは、08
年の経常損益が１億９千270万ドルだったこと
から、１年前よりも赤字が縮小したことぐらい
だった。
いずれにしろ、ワシントンポストの09年の
年間赤字総額は、およそ163億5000万円（単純
に１ドル100円計算）にも上っていた。このよ
うな厳しい経営状況を受け、同紙は紙の新聞に
あくまでも固執するのか、それとも新聞は発行
し続けるものの、将来に向かって新しい戦略を
打ち出すのか、といういずれかを迫られた。同
紙が選択したのは後者であり、ワシントンポス
トは生き残りをかけて、新しい「サバイバル」
戦略を打ち立てた。（7）
まず09年１月、２人の新しい編集局長を任
命している。ひとりはオンライン・ニュースな
どを担当するインド出身のラジュ・ナリセティ
（Raju Narisetti）と、もうひとりは一般のニュ
ースなどを担当する女性のエリザベス・スペイ
ドである。インドで生まれ育ったナリセティは
元ウォール・ストリート・ジャーナルのヨーロ
ッパ版で副編集局長を務め、その後本国インド
でMINTという経済紙を発行していた。ワシン
トンポストにおいてインド系のジャーナリスト
が編集局長の地位に就くのは、1877年の創刊以
来初めのことである。ワシントンポストほど著
名な新聞が、外部から非白人系のジャーナリス
トを、それも社の命運をかけたオンライン・ニ
ュース担当の編集局長を採用したこと自体、極
めて異例の人事であったといえる。（8）
では、その新戦略とはいかなるものなのか。
その骨子は以下のように要約することができ
る。
まずはアメリカの首都であるワシントン
D.C.に本拠を置く新聞として、その優位性を最
大限に発揮すること。同紙は世界的に著名な新
聞だが、基本的にはワシントンを拠点とする地
方紙で、事実、その購読者の９割以上はワシン
トンD.C.地区の住民である。つまり、ワシント
ンポストはいわば「国際的な地方紙」であり、
同 紙 が 掲 げ て い る 最 大 の 目 標 は、「The 
Washington Post is the Indispensable Guide to 
Washington」 （「ワシントンポストは、ワシント
ンを知るうえで必要不可欠な案内人である」）
になるという点に尽きる。アメリカの政治と権
力の中枢であるワシントンのことなら、同紙に
勝るメディアはないこと、そしてそのことによ
って同紙のブランド価値を維持、高めていくと
いう戦略である。
もちろん、以前から同紙は首都ワシントンの
ニュースに集中し、「ウォーターゲート事件」な
どワシントンにおける政治スキャンダルの調査
報道で辣腕を振るってきた。しかし、同紙の新
戦 略 は こ れ ま で 以 上 に「For & Abou t 
Washington」（「ワシントンについて、ワシント
ンの読者のために」）という点を強調している。
それは全国・海外ニュース、そして海外特派員
　表２．
発行部数 前年同期比
１） ウォール・ストリート・ジャーナル 2,024,269 + 0.6％
２） USAトゥデイ 1,900,116 －17.2％
３） NYT 927,851 －7.3％
４） ロサンゼルス・タイムズ 657,467 －11.1％
５） ワシントンポスト 582,844 －6.4％
　統計は2009年４月～９月、％は前年同期比。
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数の削減という「集中と選択」を意味する。ま
た先のABCの調査も指摘しているように、新
聞の読者数が激減している中、その数を維持、
ないしは増やしているのは押し並べて地方紙、
それも「ハイパーローカル・メディア」と呼ば
れている非常に限られた地域を対象としている
新聞である。そのような小さな地域は、大手新
聞は報道対象とせず、またローカルメディアが
地方の宣伝広告市場を独占している場合が多い
ためである。ローカルメディアに徹すること
が、新聞の生き残るひとつの道だといえるだろ
う。
第２に、オンラインメディアにおいてもワシ
ントンのニュースに集中すること。ワシントン
ポストの紙媒体の９割以上がワシントンで消費
され、ワシントンの外の読者は同紙のニュース
をオンラインで読んでいる。つまり、紙媒体は
ワシントンD.C.内で読まれ、オンラインは他の
アメリカの都市や海外で読まれている傾向が強
いため、オンライン・ニュースの拡充が新聞読
者数の減少、いわゆる「共食い現象」、カニバリ
ゼーションを招くことはないということであ
る。
第３に、ニュースルーム（編集室）を紙媒体
とオンラインが同時に編集できる「integrated 
newsroom」、統合されたニュースルームに改築
すること。09年までワシントンポストの新聞と
オンラインの編集部はワシントンの別々の場所
にあった。また、場所だけでなく、その構成や
役割も分けられていた。例えば、紙部門には
650人のスタッフ、デジタルには100人、新聞部
門は紙媒体のための記事やコンテンツの制作、
オンライン部門はデジタルコンテンツの制作、
新聞部門の勤務時間は15時間、オンライン部
門のそれは24時間、新聞部門は紙媒体を優先
し、オンライン部門はインターネットに流すニ
ュースや情報に集中していた。
それが09年12月から２つの部門は、ひとつ
に統合され、これまで人員数は新聞とオンライ
ン合計で750人だったのが、ニュースルームの
改築後は580人に削減・合理化された。これは
人員削減だけが目的でなく、デジタル時代に合
致した次世代のニュースルームを構築するため
であった。紙とウェブ・モバイルの編集部を分
けていた物理的な壁を撤廃し、紙とオンライン
の仕事を統合、紙媒体とオンラインで情報の共
有を促し、その流れを円滑に進める。そのこと
によってニュースの制作・編集をウェブ・モバ
イルから紙へ、そしてまた紙からウェブ・モバ
イルへといった流れをつくり、24時間休むこと
なくニュースを流し続けることができる効率的
な次世代ニュースルームをつくったのである。
それはこれまでのような新聞媒体を優先する報
道姿勢を改め、モバイルやウェブにおいても同
時か、ないしは先にニュースを流す体制への移
行を意味している。
ワシントンポストの一大スクープとなった
「ウォーターゲート事件」を扱った映画、『大統
領の陰謀』のセットにも使われた古いニュース
ルーム（写真１、図１）（9）は取り壊され（写真
２，３）、改築されたニュースルーム（写真４）
の中央には、「Universal News Desk」（図２）が
新たに設けられた。それは紙とオンライン編集
の融合に止まらず、グラフィクス、写真、デザ
イン、マルチメディア、ビデオ、チャット、ソ
ーシャルメディアなどのあらゆるプラットフォ
ー ム の メ デ ィ ア が 同 時 一 括 に 編 集 で き る
「Single Publishing Platform」を構築するため
である。まさに「ユニバーサル」（「全般的・統
一的」）なニュースルームだといえるだろう。
新しいニュースルームでは（図３）、右手に
「プレゼンテンション・チーム」デスク、左手に
「コンテンツ・クリエーション」デスクが配置さ
れている。「プレゼンテンション・チーム」に
は、グラフィクス、写真、デザイン、マルチメ
ディア、ビデオなどが置かれ、「コンテンツ・ク
リエーション」には、全国、ローカル、国際、
ライフスタイル、エンターテイメント、オピニ
オン、調査報道などが設置されている。その中
央の丸いサークル内に編集局長や副編集、そし
て紙、ネット、モバイルなどの各プラットフォ
ームの編集者のデスクが配置され、各デスクが
ニュースの流れを統括している。
第４に、記事作成に使用するソフトもすべて
のフラットフォームに適応できるものに切り替
えた。これまで紙、ウェブ、モバイルなど異な
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るフラットフォームには、それぞれの異なるソ
フトが必要で、互換性がまったくないか、あっ
た場合でもそれを変換する手間がかかった。し
かし、新しいニュースルーム改築に伴って、ワ
シントンポストはすべてのプラットフォームに
瞬時に適用できるEidos社の最新のソフトを導
入している。（10）これを使用することによって、
記事を簡単に紙、ウェブ、モバイルに送ること
ができるようになった。変換する時間や仕事量
の無駄を省くことができ、ひとりの編集者が異
なるプラットフォームのコンテンツをプロデュ
ースすることが可能となる。速報ニュースを送
る際もスピーディーに対応することができる。
このような変革を経てワシントンポストはい
わば単なる新聞社から、新聞を中心としたウェ
ブやモバイルを含む「新聞メディア」に変貌し
たといえる。ウェブやモバイルに速報を流すの
で、締め切りのない24時間稼働している通信
社と同じ業務をこなしているともいえ、テレビ
局ではないがネットを通じて映像を送信してい
るのであるから、ある種の映像メディアだとも
いえるだろう。これをクロスメディア、ないし
はマルチメディアと呼ぶこともできるだろう
が、新聞社と通信社の棲み分けが明確にできて
いた時代はもはや去り、同社の編集方針もすで
にウェブを優先する「Web First Mode」へと移
行している。
写真１
写真２
写真３
写真４
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図３
図１
図２
以上図・写真はすべてWashington Post提供
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（３）　なぜ有料化しないのか
このような改革実施のために、ワシントンポ
ストは巨額の投資をしている。オフィスの改
築、新ソフトの導入などの正確な投資額は公表
されていないが、そのような巨額を投じたにも
かかわらず、ウェブコンテンツはすべて無料で
提供し続けている。アップルのスマートフォ
ン、iphone用のアプリだけが有料だ。巨額な赤
字を抱え、新聞業界そのものが構造不況に陥っ
ている中、なぜワシントンポストは、NYTや
WSJのようにオンライン・ニュースに課金制度
を導入しないのだろうか。
同紙のナリセティ編集局長によると、それに
は大別して３つ理由があるという。まず第１
に、オンライン・ニュースに課金する明確な
「first-mover advantage」（「先行者利益」）が見
出せないからだろうという。これは結論から先
に言えば、一部の地方紙を除いて、オンライ
ン・ニュースに課金して成功した大手一般紙は
今ところほとんどないといえるからであり、他
紙に先駆けてあえて実験する価値はないからで
ある。しばしばマイクロソフト社が好例として
挙げられることがあるが、インターネットの世
界では必ずしも他社に先駆けて先行実施した企
業が後々に成功するとは限らない。同社の基本
OSはビル・ゲイツが他社から購入したもので
あり、「WORD」もブラウザーの「Internet 
Explorer」も一時は他社が先行していた。それ
が故に「ビル・ゲイツは何も発明したことがな
い」といわれる所以である。ネット世界では最
初に発明した者勝ちで、それがデフォルトとな
り、マーケットシェアを独占すると思われがち
だが、必ずしもそうではないようだ。ネットの
世界でも、開発経済でよく指摘される後発性利
益が発生する場合があるといえる。（11）もちろ
ん、場合によっては「first-mover advantage」
が生じることもあるが、オンライン・ニュース
に限っていえば、今のところそのような優位性
は見当たらないというのが同紙の判断である。
事実、ウェブニュースの有料化は経営の助け
になるが、赤字を払拭する解決策とはなってい
ない。WSJがしばしばその成功例だとして指摘
されるが、その収入は編集部経費のすべてを負
担するには遠く及んでいない。つまり、他紙の
成功例がない中、電子版の有料化を試みても
「first-mover advantage」を享受することは難
しく、逆に「first-mover disadvantage」に陥る
危険性を否定できないということである。
第２に、そのようなリスクをおかしたとして
も、その報酬はワシントンポストにとってどの
程度有益かは疑問であるという。有料化という
のは、すなわち会員を募り、会員だけが閲覧で
きるサイトを設け、有料と無料の境に「有料の
壁」、ペイウォールをつくるということを意味
する。そうした場合、自社のコンテンツがグー
グルなどの検索エンジンに引っかかる率が減少
し、同紙記事一般のSEO（12）が減少することを
意味するだろう。ワシントンポストは現在、ア
メリカの新聞サイトとして、NYT、USAトゥ
デイに次いで第３位に位置している。この順位
を保つことは同紙にとって極めて重要である。
ワシントンポストへのアクセス数が多ければ多
いほど、ネット広告が集まりやすいからであ
る。従ってオンライン・ニュースを有料化する
ことは、SEOを下げるリスクがあり、このこと
は広告収入の減少に繋がる恐れがあるという。
第３に、ワシントンポストにとって現時点で
は記事の閲覧を無料化するよりも、ネット広告
で稼いだほうがより大きな収益を見込めるから
だという。アメリカの新聞は、その収益の87％
を広告収入に頼っている。（表３）新聞の収益の
約９割近くを広告からの収入が占めているとい
うことは、いかにアメリカでは購読者からの収
入が低いかを如実に物語っている。もし、紙媒
体において読者からの収入がそれほど低いのな
ら、電子版おいてはなおさら読者からの収入に
期待できないだろう。電子版では広告収入に頼
るしかないというのは、いわば当然の結論だと
いえる。
だが、ネットの広告料だけでは赤字を十分に
縮小することはできないだろう。そこで赤字で
ある新聞を廃刊してはどうだろうか。そのほう
が赤字の縮小、経費の大幅削減ができ、全体の
収益は上がるのではないだろうか。
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（４）　いまだ最大の収益源は紙媒体
結論からいって、それは賢明な選択ではない
という。
新聞はもはや構造的不況産業であり、さらに
衰退しようとも今後部数を大幅に伸ばすことは
ないだろう。そうなら新聞事業を積極的に縮小
し、オンライン事業により集中し、有料化に踏
み切り、より多くの金額を課金してはどうか、
といった意見もある。
だが、新聞はまだ完全に消滅したわけではな
い。いくら衰退したとはいえ、アメリカの広告
業界で新聞はテレビに続いて第２位のシェアを
維持している。ワシントンポストの資料による
と、2010年、テレビがアメリカ広告業界全体の
38％を占めているのに対し新聞は20％と、ラジ
オの７％、一般雑誌の６％よりも遙かにそのシ
ェアは高く、インターネット・モバイルでさえ
16％と新聞には及んでいない。（13）同資料によ
るとインターネット・モバイルが新聞を抜くと
推測されるのは2012年であるが、それでも新
聞18％、インターネット・モバイル19％と１％
の差であり、2014年においても新聞18％、イン
ターネット・モバイル21％とその差は３％であ
る。同年２桁の広告シェアを獲得すると考えら
れるのは、テレビ、新聞、インターネット・モ
バイルだけであり、他の媒体は軒並み10％以下
である。また、衰退を余儀なくされているのは
他のメディアも同じことで、2007年だけを見て
もテレビのプライムタイムの視聴率は10％も
下落している。それに対し2005年から10年の
５年間で、主要都市50の新聞市場における購
読者数の下落率は６％であった。
加えて、ワシントンポストは首都ワシントン
における宣伝のリーチにおいて群を抜いてい
る。例えば、同資料によるとワシントンポスト
の新聞１日分のリーチに相当するためには、ア
メリカの３大ネットワークテレビのプライムタ
イムで30回スポット広告を放送しなければな
らず、同じプライムタイムでもケーブルテレビ
なら850回、ラジオなら５局のラジオ局で350
回スポットを流さないと新聞と同等のリーチに
は及ばないという。
それだけではない。ワシントンの中心部の18
歳から34歳の男女のメディア接触回数を調査
したところ、ワシントンポストはグーグル以上
か同等の接触回数を記録していることが判明し
た。さらにマックドナルド、ペプシ、スターバ
ックス、レッドブルなどの人気ブランドと比較
しても、ワシントンポストに対する消費者の接
触率はそれらのいずれよりも高かったという結
果が出ている。
部数が下落傾向にあろうが、ワシントンポス
（表３）2008、新聞の収益に対する広告と購読料の寄与率の比較。OECD報告書、
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トは首都ワシントンで最も人気のある商品のひ
とつであり続け、そのブランド力は変わりない
というのがこれらの調査結果である。ニューヨ
ークといえばNY Daily News、（人によっては 
NYTだろうか）、ワシントンといえばワシント
ンポストといった具合に、その都市を代表する
新聞、都市の顔に近い存在なのである。そのた
めいまだに新聞という紙媒体がワシントンポス
ト社にとって最大の収益源であり、同社の収入
に対する貢献度が最も高い。従って現在、同紙
を積極に縮小する必要性は見当たらないという
のが結論である。
とはいえ、これではまた振り出し、つまり最
初の問いに戻ることになる─新聞経営は大幅
赤字であるが、同時にネットからも赤字を補填
するほど大きな収益を期待できない。では、い
かにその苦境を打開できるのか、という難しい
ジレンマにだ。
この問いに対しナリセティ編集局長は、まず
ワシントンポストは新聞、デジタル、そして新
しい収入源（それが何であろうとも）の３つを
組み合わせ、ひとつのコアを作り出し、それを
強化していかねばならないという。このコアを
ナリセティ編集局長は、同社の経営と使命を前
進させるための「コア・エンジン」と呼んでい
る。それはいわばコア・ビジネス、ないしはコ
ア・コンピティタンスとも理解することができ
るだろう。実際、すでに指摘した紙媒体とデジ
タル編集部の統合や、ニュースルームの改築、
そして「Single Publishing Platform」構築のた
めの新しいソフト導入の目的は、この「コア・
エンジン」の強化、さらにはこの３つの組み合
わせの最適化をはかるためのものである。デジ
タルを優先させ、紙媒体を縮小することがその
主たる目的ではなかった。
 同編集局長は、09年から進めている新経営戦
力を以下のように説明している。
・ 紙媒体から出来る限りの収益を長期的に上
げる
・ デジタル媒体から出来る限りの収益を長期
的に上げる（14）
・ 新しい収益源を開発する。すでに存在する
プラットフォームに加えて、同紙の比較的
優位性が生かせるような新しいプラットフ
ォームを開発する
・ 経費削減に努力する。企業規模を縮小して
いくべきだが、同時に企業力のより強化に
も努める
・ より読者のニーズに集中し、読者との距離
を縮め、情報や新しいデバイスで読者を巻
き込んでいく
（５）　とうとう新聞にも来たクリック時代
では、09年以降、この新戦略はどのような結
果をもたらしてきているのだろうか。
無論、その結果を問うには時期尚早だが、そ
れよりもまず新聞の発行部数が下落傾向にある
状況下で、新聞のパフォーマンスをいかにはか
ることができるのだろうか。端的にいって、そ
の答えはネットでのクリック数である。
これまでインターネットサイトの閲覧数を示
すページビューや、訪問者数を示すユニークビ
ジターなどは、ネットのニュースサイトやHP
やネット広告やブログなどを評価する指標であ
った。また、ラジオやテレビにおいてもヒット
曲やあらゆるもののランキングを決める際、ネ
ットのクリック数がよく使用されるようになっ
てきている。
それがとうとう紙媒体の代表である新聞に
も、クリック時代が到来したのである。新聞が
現在の発行部数を死守するのがやっとである現
状で、今後唯一成長が期待できるのはキンドル
な ど の 電 子 書 籍、iPadな ど の タ ブ レ ッ ト、 
iPhoneなどのスマートフォンといったモバイ
ルデバイスの大幅な普及であり、それに伴うア
プリの発展であろう。ワシントンポストが紙と
デジタルの編集部を統合したのはそのためであ
り、同紙のデジタルコンテンツがより多くのア
クセス数を稼ぐようにするために他ならない。
デジタルコンテンツを有料化しないのなら、
残された収益源は広告しかなく、より多くの広
告費を得るためには同社のデジタルコンテンツ
が出来るだけ多くの人々の目に触れるようにし
なければならない。ネットにおける情報の生態
系（エコシステム）、英語で呼ばれるところの
「Open Web Ecosystem」には情報が氾濫して
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いて、その中で自らのコンテンツが読まれるた
めには、クリック数を増やし、検索エンジンの
SEOで高順位に位置しなければならない。テレ
ビの視聴率同様、視聴率が高ければ高いほど、
視聴者がより多く、従ってより高額な広告費を
稼ぐことが可能となる。インターネットにおい
ても基本的な理屈は同じである。
では、どうすればワシントンポストのデジタ
ルコンテンツのSEOを上げることができるの
だろうか。それは新しい編集部において、そし
て記者一人一人がSEOを意識し、その向上に向
かって努力することである。そしてこのことは
記事の書き方まで変えている。例えば、ナリセ
ティ編集局長によると、同紙ではもう記事に
「GOP」とは書かないという。「GOP」とは、
「Grand Old Party」 の 略 で、「Republican 
Party」共和党の別称である。だが、どうしてか
ネ ッ ト で 読 者 は「GOP」 と は 検 索 せ ず、
「Republican Party」というキーワードで記事や
情 報 を 検 索 し て い る。 そ の た め 同 紙 で は
「GOP」ではなく、「Republican Party」と書く
ように編集部が各記者を指導しているという。
「GOP」は単なる一例でしかない。他にも
SEOを上げるためのキーワードの研究は進め
られている。すなわち、もはや単に紙媒体の記
事をデジタルコンテンツとして流すのではな
く、記者はインターネットでの必要性に合わせ
て記事を書くようになったというわけである。
このネット時代、記者はクリック数を稼げるよ
うな記事と、書き方が要求されているといえ
る。そしてそれが「優秀な記者」の評価基準に
もなりつつある。会社にとって有能な記者とは
クリック数の多い記者であり、その記者の評
価、引いてはその昇給や昇進などともまったく
無関係ではなくなってくる。
これまで「優秀な記者」といえば、文章が上
手く書くのが素早い、取材が綿密である、スク
ープをものにできる、隠された事実を掘り下
げ、暴いたりする記者のことだった。また、そ
の評価は所属する部のデスクによることが多
く、他社を抜いた、抜かれたという競争の結果
でその評価が分かれた。
もちろん、それは今日でも変わらないが、さ
らにネット時代において「優秀な記者」とは、
アクセス数の多い記事を書ける記者ということ
になる。これまで記者は単にそれがニュースだ
から書いてきたのであり、「この記事で新聞の
部数は伸びるのか」と、記者が発行部数に一喜
一憂することはなかった。
それだけではない。今日の記者は、記事以外
にもブログやメールによるニュースレターを書
き、読者からのメールに答え、場合によっては
ツィツターでつぶやき、オンライン版のために
デジタル写真を撮り、時としてスライドショー
を構成し、ビデオを撮影し、ナレーションをつ
け、場合によっては自らビデオに出演したりす
る。オンライン新聞がマルチメディア化しただ
けではない。記者本人もマルチメディア化しな
ければならない時代が来たのである。
事実、そのマルチメディアを駆使した、新し
いタイプのスター記者が誕生している。その好
例がNYTのアンドリュー・ロス・ソーキン記者
だ。ソーキン記者はアメリカの金融の中心、ウ
ォール街を担当している経済記者・コラムニス
トだが、通常の記事や速報に加えてDealbook（15）
という名の、月間250万人のユニークビジター
が訪れるブログと、20万人の読者がいるニュー
スレターを書き、ツィツターには６万人のフォ
ロワーがいて、それに加えて毎週人気コラムを
書くだけでなく、テレビにも出演し、リーマン
ショックについてベストセラーノンフィクショ
ン（16）も著している。2010年にはDealbookを
“the New Dealb%k”（bookをb%kとデザイン）
とリニューアルし、ビデオニュースも導入、ソ
ーキン記者がニュースキャスターとして登場し
ている。
NYTとWSJの地元はニューヨークで、両紙
ともウォール街の取材では凌ぎを削っている。
その中でソーキン記者はクリック数抜群の記事
を書けるだけでなく、あらゆるデジタルデバイ
スを駆使して外へ向かって発信し、そのことに
よって自らを「ブランド化」することに成功し
た。彼のブログやニュースレターは抜群の人気
があり、ウォール街では必読のブログであり、
いわばNYTという新聞の中のもうひとつの新
聞、ないしはニュースサービスだとさえいえ
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る。彼はその人気を用いて、自らの著書を売り
込み、ベストセラーにし、それはさらにNYTの
コラムの人気を上げ、そしてブログ、ニュース
レター、ツィツターの人気をも押し上げてい
る。彼はNYTの単なるスター記者ではない。彼
はその枠を超え、いわばNYTというブランド
傘下のもうひとつのブランドだといえる新しい
タイプの記者である。その意味で彼はインター
ネットの申し子だといえる。
これまでもNYTやワシントンポストには、
例えば「ウォーターゲート事件」を暴いたボ
ブ・ウッドワードとカール・バーンスタインな
どの敏腕スター記者はいた。だが、現代のネッ
ト時代のようにブログを書き、自らのブランド
価値を意識するような記者ではなかった。ウッ
ドワード記者は「ウォーターゲート事件」以降
も、ワシントンポストで活躍し、今でも一人の
記者としてワシントン政治の内幕を取材し続け
ている。これまで記者というのは、ある意味で
黒子のような存在で、記者本人よりもその記者
が報じるニュースのほうが遙かに重要であっ
た。つまり、記者とはニュースを伝える媒介者
であった。その意味でウッドワード記者は従来
型の記者であるといえる。ナリセティ編集局長
も指摘しているように、「ボブ・ウッドワードは
自らをブランドだとは考えたことがなかった」
飛躍を恐れず、あえて日本のメディアでこれ
に似た例を挙げるなら、こう説明できるだろ
う。例えば、朝日新聞の船橋洋一は同紙を代表
するスター記者であるが、ウッドワード記者の
ような従来型の記者であるといえ、「朝日新聞
の船橋洋一」以上でも以下でもない。それに対
し例えば、元ライブドアの堀江貴文はブログや
ニュースレターやツィツターで大変な人気を博
し、個人メディアとして成立しているといえ
る。つまり、自らをブランド化することに成功
したといえるはずだ。この二人を足して一人に
したのが、いわばソーキン記者であろう。NYT
のスター記者であると同時に、外に向かって抜
群の発信力のある個人メディアでもあるといえ
る。日本にはいまだ存在しないタイプのジャー
ナリストではなかろうか。
他方、新聞社にとってソーキン記者はドル箱
記者であろうが、同時に痛し痒しであることも
否めない。というのは、ソーキン記者のような
「人気ブランド」は、いつ独立しても、また他社
に引き抜かれても不思議ではないからだ。その
ため彼のようなブランドをいかに扱うか、つま
り彼に対する適正な報酬や昇進はいかなるもの
なのか、NYTにとっては嬉しくも、頭の痛い判
断であるに違いない。
（６）　クリック数の功罪
ナリセティ編集局長は、09年以降の新戦略を
こう評価している。
・ Washingtonpost com.は毎月、1600万から
1700万人のアメリカ人の大人（18から34
歳）に届いている
・ 2010年７月までの月間ユニークビジター
数は、前年同期比17％アップ
・ 2010年７月までの月間ページビュー数は、
前年同期比８％アップ
・ モバイルの月間ページビューは、2008年２
月から２年間で310％アップ
SEOを上げるために、ナリセティ編集長はデ
ジタルコンテンツのページビュー数やユニーク
ビジター数、そして記事のアクセス数ランキン
グなどを毎日編集部に提示している。と同時
に、毎日の目的数値も設定している。それは記
事だけでなく、記者個人や、全国やローカルニ
ュースのセクション別のブログにもページビュ
ー数やユニークビジター数を毎日解析し、公表
している。これは毎日毎日、編集者と記者たち
が成績表を突きつけられているのに等しいとい
える。
同編集長のオフィスには大きな液晶モニター
が設置され、そこには毎日、同紙のデジタルコ
ンテンツのページビュー数やユニークビジター
数が表示されているといった徹底ぶりである。
このようなコンテンツ評価は、これまでの日
本でなら「Yahoo News」のようなネットニュ
ースサイトに対して行われてきたものである。
いくらウェブページを開設していようが、大手
新聞社に向けられるものではなかった。繰り返
しになるが、これはアメリカのタブロイド紙で
起こっていることではない。伝統・実力・名
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声・影響力において名門中の名門の一流新聞に
おいて実施されていることである。そうなら今
後遅かれ早かれ、アメリカの多くの新聞で実施
されるに違いない。アメリカだけでなく、ヨー
ロッパや他の諸国でも実施されるのではないだ
ろうか。
電子版の有料化を実施するNYTにとっても、
このSEOは極めて重要な指標である。ネットの
読者に課金するのなら、SEOなど関係ないと考
える向きもあるかもしれない。だが、NYTが課
金するのは、ヘビーユーザーに対してであり、
ライトユーザーはこれまで通り無代である。一
定の記事本数まで無料だが、上限を超えれば有
料会員への登録と代金の支払いが必要で、それ
以降は無制限に記事を閲覧できるという制度で
ある。（17）
全面的に有料化したのは、2010年６年、マー
ドックの傘下にある英国のタイムズと、日曜発
行の姉妹紙サンデータイムズの電子版である。
一部の記事だけでなく、すべてを有料化するの
は英国では初めての試みである。
NYTがライトユーザーに対し「有料の壁」
（ペイウォール）を設けないのは、ワシントンポ
スト同様、SEOで常に高位置に維持したいから
である。電子版に課金システムを導入しても、
NYTがネットの情報の生態系、「Open Web 
Ecosystem」に留まるのは、まさにそのためで
ある。
近年アメリカではフェイスブックといった
SNSなどの交流サイトが急成長し、そこでの口
コミがネットに広がり、アクセス数に大きな影
響を与えている。同時にフェイスブックは若者
に絶大の人気があるため、そこで紹介され、
NYTにアクセスするならアクセス数を稼げる
だけでなく、新聞離れしつつある若者を同紙の
サイトに導くことができるかもしれない。その
ためNYTはグーグルなどの検索サイト、フェ
イスブックといったSNS、そしてツイッターな
どの交流サイト上のリンクからのアクセスに対
しては、上限本数に関係なく続けて無料で記事
や写真やビデオや情報の閲覧できるようにする
という。NYTのサイトには現在アメリカから
だけで月間1700万人も訪れ、新聞のサイトと
しては世界最多で、そこから得ることのできる
広告収入を維持したいのは当然であろう。
このような新聞のウェブ重視の戦略は、まだ
まだ日本では現実味がないかもしれない。日本
の新聞の収益に占める広告収入は、約35％でア
メリカの87％とはかなりの差がある。宅配制度
に守られ購読収入が比較的に安定しているた
め、デジタルコンテンツにおけるアクセス数を
高め、ネットの広告収入増大に血眼になる必要
はないという議論もあろう。しかし、例えば東
京における新聞閲読状況を見ると、女性の場合
圧倒的に50・60代、男性の場合40・50・60代
に集中している。この世代が去れば、当然、新
聞の購読者は激減し、発行部数も急落する。（18）
その穴埋めのために広告収入を増やさなければ
ならなくだろうが、その時にはデジタルデバイ
スが大幅に増大しているだろうから、当然、新
聞のニュースもデジタル化されなければなら
ず、いつの日か、ワシントンポストが歩んでい
る道を進まなければならないのではないだろう
か。
読者のアクセス数が決定的な重要性を持つと
いうことは、これはつまりニュースが読者参加
型へと移行していくことを意味する。これまで
新聞はいわば「上から目線」で記事が書いてき
た。特に日本の新聞では、大衆の啓蒙や世論の
形成を新聞の使命だという意識が強かったの
で、読者の顔を想像しながら、記事を書いてい
たわけではないだろう。殊に日本の記者は偏差
値の高い大学を卒業し、大新聞＝大企業に勤
め、政治家や高級官僚などの情報源に近い記者
クラブに所属し、独占的に情報を入手できると
いう特権的な立場を長く享受してきた。必然的
にエリート意識は強かったろう。
とはいえ、新聞のデジタル化や双方向性の強
化に伴い読者と新聞の距離が縮まり、読者の興
味や意見が無視できなくなるばかりか、これま
で以上に読者目線を意識し、尊重しなければな
らなくだろう。
しかし、テレビの視聴率に功罪があるよう
に、新聞のクリック時代の到来にも「功」と
「罪」があるに違いない。読者との距離が縮まる
のは、その「功」の部分だろうが、「罪」はテレ
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ビの視聴率同様、記事のアクセス数に記事が振
り回される可能性があることだ。記事を書く
か、書かないのか判断がクリック数を稼げる
か、稼げないで判断される危険性がある。エン
ターテイメントや芸能やスポーツなどの大衆受
けする記事が重宝される一方で、社会にとって
極めて重要だが複雑で地味な内容のものは敬遠
される恐れがあるのではないか。
事実、日本で一番アクセス数の多いインター
ネットのニュースサイトである「Yahoo News」
で最も人気が高いのはスポーツと芸能ニュース
である。同ニュースサイトも指摘しているよう
に、ネットにニュースサイトが氾濫するにつ
れ、ニュースそのものがカジュアル化・コモデ
ィティー化し、ニュースの内容そのものが変わ
ってきているという。（19）
例えば、同サイトの中央にはいつも「トピッ
クス」という見出しで、８本の記事が掲載され
ているが、その中のひとつとして「小森純　伏
兵の単勝１万円的中写真」（2010年10月４日）
という見出しの記事が掲載された。小森純とは
タレントで、そのタレントが競馬の単勝を当て
たというだけの「ニュース」である。それが特
に芸能ニュースサイトではない、社会・一般ニ
ュースを扱うページビュー月間45億、ユニー
クユーザーは約7000万を数える日本最大級の
ニュースサイトのトピックスとして掲載されて
いるのである。これからの一般紙のオンライン
版も、そのニュースの内容がカジュアル化・コ
モディティー化の方向に流されないという保障
はないだろう。
つまり、これまでは「読者に伝えたい記事」
が主眼だったのが、これからは「読者が欲する
記事」へと徐々にシフトしていき、社会にとっ
て重要なニュースを中立公平なスタンスで報道
していくというジャーナリズムの本来の使命が
軽視されていく危険性があるということだ。そ
ればかりか、本来金儲けやビジネスとは別の次
元にあるべきジャーナリズムが、商業主義に陥
り、芸能人のゴシップやスキャンダルを大きく
報じるタブロイド化に向かうことを意味するの
ではないだろうか。
（７）　「すべてのビジネスモデルはベータ版だ」
ワシントンポストが新戦略を打ち出したのは
2009年、NYTがオンライン版の有料化を始め
るのは2011年、マードックが傘下のオンライ
ン新聞の全面有料化を発表したのは2010年、
それらの正否を下すには余りにも時期尚早であ
ろう。
一口に電子版の有料化といっても様々の形や
戦略があり、その新聞の特性や地域性によって
異なってくる。それでもこのインターネット時
代、有料か無料かというジレンマは、常に付き
まとってくる。近年、アップルのiPadやシャー
プのガラパゴスなどのタブレット、アップルの
iPhoneなどのスマートフォンや高性能な携帯
電話、そしてアマゾンのキンドルなどの電子書
籍などの新しいモバイルデバイスのヒットによ
り、消費者はそれらのアプリを有料で使うよう
になってきている。これまで約20年間のいわ
ばインターネットの創生期は、グーグルのビジ
ネスモデルが圧倒的で、多くのモノがフリーで
提供され、広告収入がそのサイトのビジネスを
支えてきた。つまり、テレビとほぼ同じビジネ
スモデルが主流であり、まさに「フリー経済」
が支配的であった。
ところがその「フリー経済」を雄弁に読み解
いた『フリー』の著者、クリス・アンダーソン
が編集長を勤めるアメリカの雑誌、「ワイアー
ド」誌が2010年８月、「The Web Is Dead. Long 
Live the Internet」（「ウェブは死んだ。インタ
ーネットよ、永遠なれ」）という刺激的なタイト
ルの特集を組んだ。それはつまり、これまでの
ブラウザーを使用するネットの使い方から、イ
ンターネットは使用するものの、ブラウザーは
使わないで直接クローズされた（囲い込まれ
た）プラットフォームに行き、何らかのアプリ
を使い、コンテンツを使用するようになったと
いう。同誌によると、これはiPhoneに代表され
るモバイル・コンピューティングのビジネスモ
デルであり、企業にとってよりたやすく課金す
ることを可能にしているという。実際、この雑
誌が指摘するように、このビジネスモデルが主
流となれば、オンライン新聞にも未来はあると
いえる。魅力的なコンテンツなら読者は代金を
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支払うかもしれなく、電子版の課金スキームは
成功するかもしれない。事実、NYTのアーサ
ー・サルツバーガーは、クリス・アンダーソン
を引用し、すべてがフリーの時代は終わり、読
者は有料でもコンテンツを読むだろうと語って
いた。（20）
無論、本当に「ウェブは死んだ」のかどうか
は定かではない。今後の展開も不透明だ。また、
新聞の新しい確固たるビジネスモデルも不鮮明
である。確実なことは、現在は新しい新聞の形
とそのビジネスモデルを探っている途上にある
ということだけである。もしかすると、確固た
る新しいビジネスモデルなど存在しないのかも
しれない。そしてもしかすると、それこそが
「ポストグーテンベルグ時代」の特徴かもしれ
ない。つまり、「ポストグーテンベルグ時代」と
は、我々は常に恒久的な変化の中にいるという
ことだ。すべてが流動的というのが常態で、ひ
とつのビジネスモデルの有効期限は長くても１
年というのが当たり前な時代が到来したのかも
しれない。NYTのアーサー・サルツバーガーの
ことばを借りるなら、「すべてのビジネスモデ
ルはベータモデルだ」ということである。つま
り、すべてのビジネスモデルはテスト版である
ということだ。すべてが実験なのである。
そうなると、アーサー・サルツバーガーいわ
く、「失敗というものがなくなる。デジタルの世
界ではすぐにやり直せる。新聞をモノクロから
カラーへと切り替えるのに巨額な投資が必要だ
った。だが、デジタル技術のおかげで、現代に
おいてビジネスモデルの転換はそれほど投資を
しなくてもできるようになった。上手くいかな
いと思ったら、すぐに方向転換すればいいの
だ」という。存在するのはトライアンドエラー
の繰り返し、半永久的な試行錯誤だけだという
ことだ。そして試行錯誤の繰り返し中から、短
命であろうと何らかの答えを見出していくしか
ないというのが、「ポストグーテンベルグ時代」
なのかもしれない。
ということは、ワシントンポストが近い将来
オンライン版を有料化しても不思議ではなく、
また逆も真なりで、NYTが電子版を再度無料
化してもこれまた驚くべきことではないのであ
る。事実、ワシントンポストは2010年11月、
「Washington App for iPad」を発表、翌年２月
から月3.99ドル（本紙購読者は0.99セント）で
販売するという。同紙の基本路線は変わらない
としても、iPhoneに続いてiPadでも課金を実
施するという。そしてその販売促進のためのビ
デオクリップに出演しているのが、他でもない
あ の ボ ブ・ ウ ッ ド ワ ー ド 記 者 で あ る。
「Washington App for iPad」の使い方を習った
ウッドワード記者は、ビデオの最後にこうひと
こと呟く─「そんな簡単なんだ…」（21）
ただ、いくら不確実の時代であり、急速な大
変革の途上にあるとはいえ、少なくとも確実な
ことがひとつある。それは、つまり再び新聞が
同じ形で再生されることは、たぶんもう不可能
であろうということだ。新聞はインターネッ
ト・デジタル時代のために、新しい姿に生まれ
変わらなければならないのである。
どう生まれ変わるのか、または生まれ変わる
べきなのか、その回答は各紙によって異なるだ
ろうが、いくつかの共通する特徴があるように
思われる。それはアメリカだけではなく、多か
れ少なかれ日本を含む、先進国のほとんどの新
聞に共通するものだろう。それは以下のように
要約出来る。
１）いかなる新聞もインターネットを無視す
ることは、もはやできない。新聞とその電子版
を含めて、いかにインターネットで肥大化し続
ける「Open Web Ecosystem」（22）に適応してい
くかがその中心的な課題である。そして対応策
だけでなく、ワシントンポスト同様、明確な長
期的戦略を描くことが必須で、それを社全体、
全従業員に伝え、その戦略実施のために全社を
挙げて努力するべきである。
２）新聞はもはや紙媒体だけで生き残れない
だけでなく、単に記事をネットに流しだけでも
充分ではなく、何らかのデジタル技術を駆使
し、マルチプラットフォーム、マルチメディア
展開する必要である。つまり、新聞社から「新
聞メディア」、ないしは「総合情報メディア」へ
と変貌しなければならないということだ。「そ
の変貌なくして生き残りなし」という覚悟が報
道機関には必要。
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３）これまでのトップダウン的・一方通行的
な目線ではなく、双方向的な読者目線がより重
視され、読者が何を欲しているかがより問われ
るようになる。
４）ネットには情報が溢れているが、それは
玉石混淆で何が事実で虚偽か分からない。そこ
で新聞が100年以上養ってきた信用力と、徹底
した事実確認を基礎とした取材力を駆使してク
オリティーの高い情報を編集し、ある統一的な
フォーマットでニュースや情報を提供していく
ことが新聞の存在意義となろう。
５）新聞が提供する情報は、これまでの総合
デパート的な森羅万象の情報ではなく、狭く深
い領域の情報が求められてくる。例えば、上述
のNYTのソーキン記者は、ウォール街の金融
ニュースを担当しているが、一口にウォール街
といっても株式から債券から通貨まであり、そ
の領域は広いが、彼が特に担当・専門としてい
るのはＭ＆Ａ（企業合併買収）ニュースである。
そのような狭い領域を扱っているとはいえ、彼
がブログやニュースレターで発信するニュース
は、その分野に関心のある読者にとっては毎日
欠かすことのできない情報源なのである。換言
するなら、これからのジャーナリストは、何か
のスペシャリストであるべきだといえるだろ
う。
６）最後に、すでに指摘したように、現在ネ
ットにはあらゆる情報が氾濫し、それが事実な
のか、流言飛語なのか判然としない場合が多々
ある。そのため事実を検証するというジャーナ
リズム、新聞の役割は現在も、いやたぶん過去
よりも現在のほうがより重要になりつつあると
言っても過言ではない。問題はジャーナリズム
や新聞が衰退したのではない。そのビジネスモ
デルが崩壊しつつあることだ。新聞やジャーナ
リストの仕事の必要性はより増大しているの
に、ビジネスとして成り立たなくなっていると
いうことだ。誰が、どのようにしてジャーナリ
ストの給与を保障するのか、その新しいビジネ
スモデルは今のところ不透明だということであ
る。
個別の新聞を見るなら、ひとつの成功例とし
て挙げられるのが、マードックが買収したアメ
リカのウォール・ストリート・ジャーナル
（WSJ）であろう。買収後紙面を刷新、これまで
写真をまったく使用していなかった紙面にカラ
ー写真を多用し、読者に読みやすくした。その
結果だろうか、同紙の発行部数は１日200万部
を超え、アメリカで一番売れている新聞となっ
た。また電子版も大幅に刷新し、会員が約100
万人を超えたことから、それが紙媒体に相乗効
果をもたらしたのではないかともいわれてい
る。これは老舗大手新聞の数少ない成功例だと
いえる。
最後の再生案は、オンライン版だけで生き残
っていく道であろう。これまでそれは広告収入
の落ち込みや購読者の大幅減少や無料のネット
情報に押される形で、生き残るためのやむを得
ない最後の手段として行われてきた。だが、も
し紙媒体から得る広告収入と、紙・印刷・運搬
などの諸経費が相殺し合い、デジタルだけでも
十分に経営が成り立ち、新媒体を廃刊したほう
がより多くの利益が上がるということなら、そ
れには積極的な意味があるのではないだろう
か。
アーサー・サルツバーガーによると、NYTに
とって「ネットは副業ではない。ビジネスの中
核にならなければならない」という。そして
iPadなどのタブレットが新聞を救ったとまで
発言している。それはつまり、いつの日か、た
ぶん何世代かの後、学校の教科書がタブレット
上で読まれるようになり、それで育った子供た
ちにとって電子書籍が当たり前のものになれ
ば、新聞も当然、タブレットやスマートフォン
や電子リーダーで読むのが自然なことになるだ
ろう。そうなれば、紙の新聞は消滅する運命に
あろう。
アーサー・サルツバーガーは、自らこう発言
することをはばからなかった─「いつの日
か、我々はニューヨークタイムズを印刷するこ
とをやめるだろう。今のところその日がいつに
なのかは、まだ決まっていない…」
（以上）
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【注】
（１）OECD報告書、“The future of news and the 
Internet”（2010年）
（２）WAN－IFRA（World Association of Newspapers 
and News Publishers）略して世界新聞協会が
2010年９月ロンドン開催した「9th International 
Newsroom Summit」においてワシントンポスト
編集局長ラジュ・ナリセティの講演「Question of 
S u r v i v a l : Bu i l d i n g t h e n ew g en e r a t i o n 
newsroom」による。
（３）同統計はABCに加盟している379の新聞社か
らのものである。この379社は大手新聞社で、全
米の新聞の約25％程度しか含んでいない。
（４）もしその通りに実施されるのなら、マードッ
クのニューズ社傘下には約80のオンライン新聞
のすべてで実施されることになる。
（５）同上、WAN－IFRAの「9th International 
Newsroom Summit」 に お け る 講 演「Paid 
Content - Quo Vadis?」
（６）Editor & Publisher, The Washington Post, 
October 27, 2009。
（７）同上、ワシントンポストのナリセティ編集局
長の講演による。
（８）女性が同紙の編集局長に就くのも創刊以来初
めてのことである。
（９）写真・図ともワシントンポスト提供。
（10）EIDOS社はイタリアのミラノに本社を置くベ
ンチャー企業で、そのソフトは他の新聞社でも使
用されている。その特徴はXML言語を使用し
て、すべてのプラットフォームに適用でき、統一
的なフォーマットを提供できる点である。
（11）開発経済などでしばしば後発性利益が指摘さ
れることがある。先進国よりもその技術移転した
発展途上国のほうが最新技術を導入することが
可能であるからだ。例えば、ダム建設でも先進国
のそれは何十年も前に建設されているが、発展途
上国ではつい最近建設されているため、先進国の
ダムよりも最先端の技術を導入出来ることがあ
る。
（12） 検 索 エ ン ジ ン 最 適 化、 Search Eng ine 
Optimization, SEOのこと。サーチ・エンジン・
オプティマイゼーションはある特定の検索エン
ジンを対象として検索結果でより上位に現れる
ようにウェブページを書き換えること。または、
その技術のこと。
（13）同上、ワシントンポストのナリセティ編集局
長の講演の資料による。
（14）「 長 期 的 に 」 の ア ン ダ ー ラ イ ン は、 同 上
「Quest ion of  Survival : Bui ld ing the new 
generation newsroom」の資料による。
（15）http://dealbook.blogs.NYTimes.com/
（16）『To Big To Fail』邦題、『リーマン・ショッ
ク・コンフィデンシャル』早川書房　（2010年）
（17）同上、NYTの会長・発行人であるアーサー・
サルツバーガーの2010年９月、WAN－IFRAに
おける講演。
（18）目白大学で担当している「現代出版論」、「出
版メディア論」「ジャーナリズム概論」、「新聞論」
などの授業で、毎学期アンケートを取っている
が、ほとんどの大学生は、まずインターネットと
携帯電話で情報を得ていて、その次がテレビで、
新聞となると非常に限られた学生しか読んでい
ないというのがアンケート結果である。
（19）奥村倫弘「ヤフー・トピックスの作り方」（光
文社新書）　pp.10-13（2010年）
（20）日本のニコニコ動画の有料会員が100万人を
突破したという。つまり、ネットは無料といわれ
ながら、面白いと思うコンテンツならユーザーは
代金を払うといえるかもしれない。朝日新聞　朝
刊「だんらん求め100万人」（2010年11月５日）
（21）詳しくは、以下のURL。
　http://www.washingtonpost.com/wp-dyn/
content/video/2010/11/08/VI2010110802633.
html
（22）事実、「Open Web Ecosystem」の急拡大は凄
まじい。新聞のオンライン版を有料化しようが、
しまいが、新聞社にとってそのコンテンツがネッ
トの情報生態系で閲覧できることは、もはや必須
である。過去10年間を見ても、2000年アメリカ
のインターネットサイトには約12,000のブログ
があったが、2010年になるとその数は１億4100
万に膨れ上がっている。グーグルの検索件数も
00年には１日約１億だったものが、10年になる
と約20億に跳ね上がっている。同じ10年間でイ
ンターネット使用時間も週2.7時間から週18時間
へと増加、携帯電話のメール数も１日約40万か
ら45億へ、インターネット経由の電子メール数
も１日120億から2470億へと飛躍的に伸びてい
る。
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